
逆
に
１
４
０
億
 

円
の
減
額
と
な
 

る
見
通
し
で
す
。
 

 
一

 

方
、
県

 

の
 
 

借
金
に
当
た
る
 

県
債

 

発
 

行
 

は
 

、
 

県
立
学
校
の
耐
 

震
化
事
業
が
概
 

ね
完
了
す
る
こ
 

と
 

な
 

ど
 

か
 

ら
、
 

約
３
５
１
億
円
 

減
額
さ
れ
ま
す
。
 

 

し
か
し
、
 

年
 

度
末
の
県
債
発
 

行
 

残
 

高
 

は
、
合
 

計
３
兆
８
０
４
 

億
 

円
 

に
 

達
 

し
、
 

依
然
高
い
水
準
 

に
あ
る
と
言
え
 

ま
す
。
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千 葉 県 議 会 議 員 

   やま            もと             よし          かず 

“ふるさとちば”のための政策推進を◆ 

県税 

 ４６．３％ 

地方交付税 

 ９．８％ 

諸収入 
 １３．０％ 

県債 
 １０．９％ 

その他 ３．１％ 

人件費 
３３．６％ 

公債費 

 11.8％ 

補助金負担金 

交付金 13.4％ 

貸付金 

 １１．２％ 

投資的経費 

 ８．７％ 

物件費 １．９％ その他 ３．８％ 

歳入 
総額 

1兆7,139億円 

歳出 
総額 

1兆7,139億円 

千葉県一般会計当初予算 平成２８年度一般会計当初予算 

 
千
葉
県
の
平
成
 

年
度

一
般
会
計
当
初
予
算
は
、

3
月
 

日
に
閉
会
と
な
っ

た
２
月
定
例
県
議
会
で
審

議
の
結
果
、
県
政
運
営
に
中

心
的
な
役
割
を
担
う
自
由

民
主
党
千
葉
県
議
会
議
員

な
ど
の
賛
成
多
数
で
可
決
 

 

・
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
 
 

 
予
算
総
額
は
、
１
兆
７
１

３
９
億
余
円
で
前
年
度
当

初
予
算
比
０
・
３
％
と
微

増
な
が
ら
、
３
年
連
続
で
過

去
最
大
規
模
を
更
新
し
ま

し
た
。
森
田
健
作
知
事
ら
県

執
行
部
に
よ
る
予
算
編
成

作
業
に
先
立
ち
、
自
民
党

議
員
会
は
、
「
平
成
 

年
度

予
算
編
成
に
対
す
る
最
重

点
要
望
」
を
ま
と
め
、
執
行

部
に
提
案
、
県
民
の
負
託
を

受
け
て
政
策
実
現
を
図
り

ま
し
た
。
 

 

そ
の
結
果
、
新
年
度
予
算

は
「
県
内
経
済
の
活
性
化
」

「
農
林
水
産
業
の
振
興
と

社
会
基
盤
づ
く
り
」「
く
ら

し
の
安
全
・

安
心
の
確
立
」

「
子
ど
も
・

子
育
て
世
代
へ

の
支
援
の
充
実
」「
医
療
・

福
祉
の
充
実
」「
環
境
・
文

化
施
策
の
推
進
」
に
重
点
的

に
予
算
配
分
さ
れ
、
持
続

可
能
な
財
政
構
造
の
確
立

に
配
慮
し
つ
つ
、
自
民
党
の

基
本
政
策
で
も
あ
る
地
方

創
生
の
加
速
化
な
ど
に
取

り
組
む
姿
勢
が
鮮
明
に
打

ち
出
さ
れ
ま
し
た
。
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千葉県一般会計当初予算 

 
自
民
党
議
員
会
は
、
２
月

定
 

例
 

県
 

議
 

会
 

に
 

お
 

い
 

て
 

、
 

森
 

田
 

知
 

事
 

か
 

ら
提
案
さ
れ

た
 

新
 

年
 

度
 

一
 

般
会
計
当
初

予
算
案
に
対
し
、
石
毛
之
行

政
務

 

調
 

査
 

会
 

長
 

が
党
を
代

表
し

 

て
 

質
 

疑
 

を
 

行
っ
た
ほ

か
、
本
会
議
場
で
の
一
般
質

問
、
予

 

算
 

委
 

員
 

会
及
び
、
議

案
 

が
 

負
 

託
 

さ
 

れ
 

た
各
常
任

委
 

員
 

会
 

で
 

慎
 

重
 

審
議
し
た

結
果
、
原
案
通
り
可
決
す
べ

き
も
の
と
決
し
、
知
事
提
案

 

の
 

予
 

算
 

案
 

は
 

最
 

終
 

日
 

に

賛
 

成
 

多
 

数
 

で
 

可
決
さ
れ

 

ま

し
た
。
 

 
平

 

成
 
年

 

度
 

当
 

初
予
算

は
、
歳

 

入
 

の
 

部
で
は
、
安
倍

政
 

権
 

の
 

推
 

進
 

す
る
経
済
対

策
 

、
い

 

わ
 

ゆ
 

る
 

・
 

ア
 

ベ
 

ノ

ミ
ク
ス

 

の
 

着
 

実
 

な
 

進
 

展
に

よ
っ
て

 

企
 

業
 

業
 

績
が
好
転
 

28 

28 

県
 民
 の
 負
 託
 受
 け
 て
 政
 策
 実
 現
 

歳 

入 

 

歳
出
の
部
で
は
、
高
齢

化
の
進
展
な
ど
で
社
会

保
障
費
が
１
１
２
億
円

増
加
す
る
な
ど
、
義
務
的

経
費
の
割
合
が
大
幅
に

増
加
し
て
い
る
こ
と
が

特
徴
で
す
。
 

 
人
件
費
は
、
平
成
 

年
度
の
人
事
委
員
会
勧

告
に
伴
う
給
与
改
定
で
、

約
 
億
円
の
増
加
と
な

り
、
全
体
で
は
歳
出
の
３

分
の
１
を
占
め
て
い
ま

す
。
 

 
歳
出
全
体
の
 
 
％

を
占
め
る
社
会
保
障
費

は
、
急
速
な
高
齢
化
の
進

展
に
伴
っ
て
、
介
護
給
付

費
負
担
金
や
後
期
高
齢

者
医
療
給
付
費
負
担
金

が
増
加
す
る
こ
と
や
、
保

育
所
等
へ
の
運
営
費
給

付
の
増
加
な
ど
で
 
 
 

歳 

出 

27 

15 
・ 
6 

12 

4 
・ 
4 

％
増
（
約
１
１
２
億
円
）
の

２
６
６
７
億
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。
 

 
投
資
的
経
費
は
、
普
通

建
設
補
助
事
業
が
、
保
育

所
整
備
に
係
る
助
成
の
一

部
が
国
か
ら
市
町
村
へ
直

接
補
助
さ
れ
る
こ
と
に
な
 

 

っ
た
た
め
、
大
幅
に
減
額

さ
れ
た
一
方
、
河
川
海
岸

津
波
対
策
や
道
路
ﾈ
ｯ
ﾄ

ワ
ー
ク
事
業
の
増
加
な
ど

で
約
９
億
円
の
増
額
と
な

り
ま
し
た
。
 
 

 

普
通
建
設
単
独
事
業
で

は
、
衛
生
研
究
所
や
消
防

学
校
・

防
災
研
修
セ
ン
タ
 

 

ー
の
工
事
着
手
に
よ
る
増

加
要
素
が
あ
る
も
の
の
、

県
立
学
校
の
耐
震
改
修
工

事
が
概
ね
終
了
と
な
る
こ

と
や

 

、
特
別
養
護
老
人
ホ

 

 

ー
 

ム
建
設
事
業
に
お
け
る
 

年
度
割
の
変
更
な
ど

に
よ
り
、
約
１
１
６

億
円
の
減
額
と
な
っ

て
い
ま
す
。
 

 
こ
の
ほ
か

 

、
借
金

返
済
に
充
て
る
公
債

費
 

は
 

、
県
債
残
高
の

増
加
に
伴
い

 

、
将
来

の
償
還
に
備
え
た
県

債
管
理
基
金
へ
の
積

立
金
が
増
加
し
て
い

る
こ
と
な
ど
か
ら

 

、

約
 

億
円
の
増
額
と

な
り

 

、
歳
出
全
体

 

の
 

 

 
 
 

％
を
占
め
て

い
ま
す
。
 

34 
11 
・ 
8 

し
 

、
県

 

税
 

収
 

入
 

で
は
前

 

年

度
に
比
べ
約
４
０
６
億
円

増
の
７
９
４
２
億
円
が
見

込
ま
れ
て
い
ま
す
。
 
 

 
こ
れ
は
歳
入
全
体
の
 
 

・

3
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
 

税
 

収
 

は
 

、
法
人
事
業
税

 

や

地
方
消
費
税
な
ど
の
増
収

を
見
込
ん
だ
も
の
で
、
リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
を
上
回

り
、
過

 

去
 

年
 

間
 

で
 

は
 

最
 

高
と
な
り
ま
し
た
。
 

 
国

 

か
 

ら
 

配
 

分
 

さ
 

れ
 

る

地
方

 

交
 

付
 

税
 

は
 

、
前
年
度

に
比
べ
１
０
０
億
円
増
の

１
６
７
０
億
円
を
見
込
ん

で
い
ま
す
。
し
か
し
、
国
が

最
終
的
に
財
源
担
保
す
る

臨
時
財
政
対
策
債
を
含
む

実
 

質
 
 

的
 

な
 

地
 

方
 

交
 

付
税

は
 

、
県

 

税
 

収
 

入
 

が
 

大
幅
に

ア
ッ
プ
す
る
こ
と
に
伴
い
、
 

10 

46 

使用料・手数料 
 １．８％ 地方譲与税 ４．７％ 



 

平
成
 

年
度
当
初
予
算
 

の
編
成
に
当
た
っ
て
、
県
 

 

の
基
本
的
な
考
え
方
は
、
 

「
新
 
輝
け
!
ち
ば
元
気
 

プ
 

ラ
 

ン
」
の
総
仕
上
げ
の
 

年
と
し
て
、
こ
れ
ま
で
積
 

み
 

上
 

げ
 

て
 

き
 

た
 

政
策
の
 

着
 

実
 

な
 

実
 

行
 

と
 

さ
ら
な
 

る
発
展
を
目
指
し
、
 

   
、

 

平 成 ２ ８ 年 度 県 予 算 編 成 に 対 す る 最 重 点 要 望 事 項 

私立学校経常費補助 

水道総合対策補助                

地方創生の推進           

東京オリ ンピッ ク・パラリンピックに 

向けた施策の推進 

地 域 医 療 の 充 実 と 

医師・看護師の確保 

地域防災力の向上 

子育て支援の充実 

児童虐待防止対策の推進 

高齢者福祉の充実 

中小企業振興の充実と 

県 経 済 の 活 性 化 

雇用対策の強化 

観光の振興 

有害鳥獣対策の強化 

総合的な学力向上対策と 

い じ め 対 策 の 推 進 

農業生産力向上施策の充実 

米の価格安定対策の充実・強化 

漁港の整備・機能強化の推進 

私立学校経常費補助の充実     

県内の水道事業の安定的経営に向けて、所要額の確保     

地方創生と人口減少対策の推進 

東京オリンピック・パラリンピックを控え、キャンプ誘致・観光・スポーツの振興、 

道路ネットワークの整備などの施策の推進 

地域医療の充実と医師・看護師不足への対応 

自助・共助・公助が一体となった県内全域の防災力の向上 

待機児童解消に向けた保育所整備や運営費への助成 

一時保護所等の環境整備や相談支援体制の確立 

入所希望者の多い特別養護老人ホームの建設促進 

県内企業の振興と経済の活性化 

地域経済を支える中小企業支援の充実 

若年者等の就労支援、県内への転職支援及び中小企業の採用支援の強化 

本県の重要な産業である観光の振興 

イノシシ、サル、シカ、外来種など有害鳥獣による甚大な農作物被害対策の充実 

基本学力と考える力のバランスの取れた学力の向上、いじめの未然防止、早期発見に向けた 

対策の推進 

園芸・畜産の生産力強化を図るための施策の充実 

稲作農家の経営安定を図るため、新規需要米への転換の支援や生産力向上への支援 

県内水産業を支える漁港の整備推進及び収益向上に向けた取り組みの支援 

県有施設の長寿命化等の推進 

国道・県道の整備促進 

県有施設の改修による長寿命化、改築による更新等の推進 

県民生活や産業を支える幹線道路・生活道路の整備と、道路の維持補修、橋りょうの架け換え、 

耐震化等の推進・強化 

安全・安心な社会の確立 だれもが安心して暮らせる社会の確立 

要 望 項 目      

予
 

算
 

編
 

成
 

の
 

基
 

本
 

方
 

針
 

○
 

「
県
内
経
済
の
活
性
化
」
 

○
 

「
農
林
水
産
業
の
振
興
 

 
と
社
会
基
盤
づ
く
り
」
 

○
 

「
く
ら
し
の
安
全
・
安
 

 
心
の
確
立
」
 

○
 

「
子
ど
も
・
子
育
て
世
 

 
代
へ
の
支
援
の
充
実
」
 

○
 

「
医
療
・

福
祉
の
充
実
」
 

○
 

「
環
境
・
文
化
施
策
の
 

 
 

推
進
」
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の
 

６
 

項
 

目
 

に
 

重
点
的
に
 

予
算
配

 

分
 

す
 

る
 

と
 

同
時
 

に
、
国
の
補
正
予
算
を
積
 

極
的
に
活
用
し
、
平
成
 
 

年
 

度
 

２
 

月
 

補
 

正
予
算
と
 

一
体
で
、
切
れ
目
の
な
い
 

予
算
と
し
、
地
方
創
生
の
 

加
 

速
 

化
 

な
 

ど
 

に
 

取
り
組
 

む
こ

 

と
 

。
さ
ら
に

 

、
徹
底
 

し
 

た
 

事
 

務
 

事
 

業
 

の
見
直
 

し
や
県

 

税
 

徴
 

収
 

対
 

策
 

の
 

充
 

実
・
強

 

化
 

な
 

ど
 

の
歳
 

入
確
保
に
取
り
組
み
、
持
 

続
 

可
 

能
な
財

 

政
 

構
 

造
 

の
 

確
立

 

を
 

目
 

指
 

す
こ
と

 

―
 
 

を
基

 

本
 

的
 

な
 

考
 

え
 

方
と
 

し
て
い
ま
す
。
 

主
 

な
 

具
 

体
 

的
 

事
 

業
 

改
修
、
事
前
キ
ャ
ン
プ
の
誘

 

致
 

や
 

総
 

合
 

ス
 

ポ
 

ー
ツ

 

セ
 

ン

タ
ー
武
道
館
の
空
調
整
備
や

野
 

球
 

場
 

の
耐
震
改
修
、
外
国
 

人
 

観
 

光
 

客
 

の
 

受
 

け
 

入
れ
態

勢
 

を
 

強
 

化
す

 

る
 

た
 

め
 

の
観

光
 

案
 

内
 

板
 

の
 

整
 

備
 

や
公
衆

無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
の
整

 

備
、
観
光

 

施
 

設
 

な
 

ど
 

の
 

ト
 

イ
 

レ
の

 

改

修
・
洋

 

式
 

化
 

な
 

ど
 

が
 

挙
 

げ

ら
れ
ま
す
。
 

 
農

 

林
 

水
 

産
 

業
 

の
 

振
 

興
 

で

は
 

、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

 

（ 

環
 

太
 

平
 

洋
 

経
 

済
連
携
協
定
）
の

 

発
 

効
 

に
備

え
て
、
農
林
水
産
業
の
競

 

争

力
 

強
 

化
 

を
目
指
し
、
経
営
体

 

規
模
の
拡
大

 

や
、
品
質
向
上

 

と
 

輸
出
の
促
進
、
新
規
事
業

 

と
し
て
予

 

算
 

化
 

さ
れ
た
「
ち

ば
の
酪

 

農
 

増
 

産
 

支
援
事
業
」

な
 

ど
 

幅
 

広
 

い
 

取
 

り
 

組
み
に

よ
 

っ
 

て
 

、
農

 

林
 

水
 

産
 

県
 

・
 

千
 

葉
 

の
復

 

活
 

を
 

図
 

る
 

方
針

で
す
。
 

 
暮

 

ら
 

し
 

の
 

安
 

全
・
安

 

心

で
は

 

、
地
域
防
災
力
の
向
上

を
図
る
た
め

 

、
消
防
団
活
動

の
活
性
化

 

や
 

自
 

主
 

防
 

災
 

組
 

織
の
育
成

 

、
地
震
被
害
に
対

す
る
事

 

前
 

の
 

備
 

え
 

や
 

発
 

災
 

時
 

の
 

対
 

処
 

法
 

な
 

ど
 

を
 

ま
と

め
 

た
パ
ン

 

フ
 

レ
 

ッ
 

ト
 

の
 

全

県
配
付
な
ど
が
行
わ
れ
ま
す
。
 

 
子

 

ど
 

も
・
子

 

育
 

て
 

支
 

援

で
は
、
子
育
て
環
境
の
充
実

を
図
る
た
め
、
民
間
保
育
所

や
小
規
模
保
育
事
業
、
延
長

保
 

育
・
病

 

児
 

保
 

育
・
一

 

時

預
 

か
 

り
 

な
 

ど
 

多
 

様
な
保
育

ニ
ー
ズ
に
対
す
る
運
営
費
の

支
援
を
充
実
さ
せ
ま
す
。
 

 
ほ
か
に
も
、
保
育
士
確
保

を
 

目
 

的
 

に
 

国
 

の
基

 

準
を
上

回
 

る
 

保
 

育
 

士
 

配
 

置
 

に
対
す

る
県
単
補
助
の
拡
大
、
保
健

師
等
に
よ
る
「
妊
婦
全
戸

 

訪

問
事
業
」
な

 

ど
 

が
新
規
に
予

算
計
上
さ
れ
ま
し
た
。
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具

 

体
 

的
 

な
事
業
で
は
、
 

２
０
２
０
年

 

の
 

東
 

京
 

オ
 

リ
 

ン
ピ
ッ

 

ク
・
パ

 

ラ
 

リ
 

ン
ピ
ッ
ク
を

 

契
 

機
 

と
 

し
 

た
県
内
経
済

 

の
 

活
 

性
 

化
 

に
つ
な
が
る

 

事
 

業
 

と
 

し
 

て
 

、
幕

 

 

張
 

 

メ
 

ッ
 

セ
 

の
 

 

大
 

総務費 
６．４％ 民生費 

１５．４％ 

商工費・労働費 
１２．１％ 

衛生費・環境費 
４．４％ 

農林水産業費 
２．７％ 

土木費 
６．６％ 

警察費 
８．５％ 

教育費 
２４．３％ 

公債費 
１１．９％ 

その他 
７．７％ 

歳出 
総額 

1兆7,139億円 

「新   輝 け ！ ち ば 元 気 プ ラ ン」 の 推 進 
１．県内経済の活性化 

２．農林水産業の振興と社会基盤づくり 

３．くらしの安全・安心の確立 

４．子ども・子育て世代への支援の充実 

５．医療・福祉の充実 

６．環境・文化施策の推進 

     小  計 

２,０２７億５２百万円 

９５４億 ７百万円 

３８２億９２百万円 

６１３億８９百万円 

２４３億３２百万円 

４７億５８百万円 

４,２６９億３０百万円 

開
か
れ
た
 

県
 

議
 

会
 

 
自
由
民
主
党
千
葉

県
 

議
 

会
 

議
 

員
 

会
は
、

「 

開
か
れ
た
県
議
会
」

の
 

実
 

現
 

を
 

目
 

指
 

し

て
、
議

 

会
 

の
 

活
性
化

に
積
極
的
に
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。
 

 
こ
れ
ま
で
に
も
議

員
 

発
 

議
 

案
 

と
 

し
 

て
、

各
種
条
例
制
定
の
実

現
を
図
っ
て
き
ま
し

た
。
各

 

議
 

員
 

の
代
表

質
問
、
一

 

般
 

質
 

問
な
 

ど
議
会
審
議
の
模
様

は
 

、
県

 

議
 

会
 

ホ
 

ー
 

ム

ペｰ

ジ
か
ら
「
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
中
継
（
録
画
）」

で
過
去
３
年
分
を
見

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
 

要  望  内  容     

政 策 的 な 歳 出 の 主 な 内 訳 


